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１．現状    
●１－１．背景 

 

 
行政改革の一環としての公共事業執行の効率化と省力化の要請 
 

 
  近年、わが国の公共事業においては、社会資本の安価な構築・

長期利用の追求、入札契約制度の改革等により、コスト酒器原野

品質確保の要請等が急務となっている。また、行政改革の一環と

して、各種の規制緩和や公的分野の情報化の推進が強く求められ

ている。 

 
 
 

 
平成 13 年度 
「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」施行 
 

 
  公共事業の発注者に対し、発注見通し、入札・契約の過程、内

容の公表が義務づけられた。 
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●１－２．国土交通省における取組 

 

平成８年４月 
「建設ＣＡＬＳ整備基本構想」発表 
 
平成９年６月 
「建設ＣＡＬＳ／ＥＣアクションプログラム」策定 

  国土交通省では、前項の背景を踏まえ、透明性の向上、競争性

の一層の向上等を通じた公共事業構造改革の一環として、その基

盤を提供するＣＡＬＳ／ＥＣの概念を取り入れた「公共事業のＩ

Ｔ化」を推進している。 

 

平成１３年５月 
「国土交通省ＣＡＬＳ／ＥＣ推進本部」設置 

  国土交通省では、設置されたＣＡＬＳ／ＥＣ推進本部のもと、

インターネットによる入札契約に関する情報提供「入札情報サー

ビス（ＰＰＩ）」の運用、電子入札及び業務や工事関係書類等を発

注者に電子情報で納入する電子納品等が、一部直轄事業において

開始されている。 

 

平成１３年６月 
「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（全国版）」策定 

  ＣＡＬＳ／ＥＣは、国土交通省直轄事業のみで完結するもので

はなく、地方公共団体や関係各公団等を含めた公共事業全体への

適用が行われてこそ多大な効果が現れる。国土交通省では、ＣＡ

ＬＳ／ＥＣの幅広い普及を目的として「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開

アクションプログラム（全国版）」を策定している。 

 

平成１４年 
「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（地方版）」策定へ 

  前述の「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（全国版）」をもとに、Ｉ

Ｔ化の現状、ＣＡＬＳ／ＥＣの理解度や取組み状況等の地方毎の特徴に配慮するた

め、各地方整備局において「ＣＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（地方

版）」の策定が進められている。 
  また、中国地方の各公共事業発注機関、各建設業界の代表等により、「中国地方公

共事業情報システム連絡協議会」を設立し、ＣＡＬＳ／ＥＣ推進を図るための施策

検討、会員間の連絡調整等を行っている。 
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●１－３．鳥取県における取組 

平成１３年１月 
「ＩＴ社会の実現へ向けたアクションプログラム」策定 

  ＩＴによる産業・社会構造の変革に対応し、公共サービスや行

政事務の高度化・効率化等を図るべく、平成１２年度から１５年

度までを対象として、①情報通信基盤の整備と利活用、②情報リ

テラシーの向上、③地域情報化の促進を行動目標とする「ＩＴ社

会の実現へ向けたアクションプログラム」が策定された。 

平成１３年５月 
「鳥取県ＩＴ推進本部」設置 

  ＩＴを活用した公共サービスや行政事務の高度化・効率化等を

総合的かつ一体的に推進し、電子県庁の構築を推進するため、鳥

取県知事を本部長とする「鳥取県ＩＴ推進本部」が設置された。 
  鳥取県では同本部のもと、電子県庁の推進にあたり“行政サー

ビスの向上、開かれた県政”を実現するために必要な「申請・届

出等行政手続きのワンストップサービス化」及び「各種行政情報

の積極的な提供」を可能とするシステムの導入や、「行政情報基

盤」の整備などを進めている。 

平成１３年９月 
「鳥取県建設ＣＡＬＳ／ＥＣ研究会」設立 

  鳥取県においては、電子県庁の構築に向け、各種情報の標準化・

電子化を進め、業務の効率化、コスト縮減、品質向上等に向け取

組んでいるところである。平成１３年９月には、発注者、受注者、

各種関係システム管理者を集め、鳥取県建設ＣＡＬＳ／ＥＣ研究

会を設立し、導入項目等について協議を進めている。 
  また、財団法人日本建設情報総合センター等が設立した「電子

入札コアシステム開発コンソーシアム」や「中国地方公共事業情

報システム連絡協議会」に参加するなど、情報収集などの取組み

を平行して行っている。 

平成１３年度 
「鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣ整備基本計画」策定 
平成１４年度 
「鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣ整備アクションプログラム」策定へ 

  前述の鳥取県建設ＣＡＬＳ／ＥＣ研究会における協議結果をもとに、平成１３年

度、鳥取県におけるＣＡＬＳ／ＥＣの整備項目等をまとめた基本計画を策定した。 
  また、策定された基本計画をもとに、平成１４年度、具体的な行動内容、整備時

期等をとりまとめた「鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣ整備アクションプログラム」を策定

する。 
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２．ＣＡＬＳ／ＥＣとは 

２－１．ＣＡＬＳ／ＥＣの姿 

  ＣＡＬＳ／ＥＣとは「公共事業支援総合情報システム」の略称であり、従

来は紙で交換されていた情報を電子化するとともに、インターネットを活用して

公共事業に関連する多くのデータベースを連携して使える環境を創出する取組で

ある。その基本的な考え方は次のとおりである。 

 

●情報の電子化 

 

 
 
 
 
 

●情報の共有・連携 

 
 
 
 
 
 
 
 

●業務プロセス改善 
 
 

 

 

 
※ 注  ＣＡＬＳ：Continuous Acquisition and Life-cycle Support の略 
※ 注  ＥＣ：Electronic Commerce の略で電子商取引の意 

 
公共事業の調査・計画、設計、入札、施行及

び維持管理の各事業プロセスで発生する図

面・地図や書類、写真等の各種情報を電子化  
 

 
通信ネットワークを利用して、関係者間及

び事業プロセス間で効率的に情報を交換・

共有・連携できる環境を創出 
 

 
公共事業の業務プロセス改善（効率化、省力化） 
 

４ 



 

２－２．ＣＡＬＳ／ＥＣの実現イメージ 

(ア) 公共事業の電子調達化 

 

 
①受注を希望する企業が調達情報を入手しやすくなる 
 

公共事業の入札情報サービス（ＰＰＩ）が構築されることにより、受注

を希望する企業に広く門戸を開放し、入札の透明性を確保し、より効率的

な公共投資が実現される。 

 
 

 
②受注者が直接発注機関に赴かなくても業務が執行可能となる 
 

入札・契約手続き、登録申請、その他の業務を含めた電子化が図られる

ことで、インターネット等の情報通信技術を活用したワンストップ・サー

ビス化が実現できる。これにより、時間的・地理的制約なしに、公共事業・

関連コンサルタント業務などを執行する業者を特定・発注することが可能

となるとともに、受注者等の業務効率化が実現できる。 

 
 

 
③契約書類等が統一され、受注者の書類作成業務が効率化される 
 

電子データ等が標準化されることにより、発注者ごとにバラバラであっ

た書類等の形式が電子的に統一され、受注者の手間が削減されるための調

達業務等の効率化が促進される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 



 

 
(イ) 国土情報の電子化 

 

 
①国土情報が電子化され効果的に管理されることにより、行政の質が

向上する 
 

公共事業の執行過程を通じて、施設、地形、自然環境、維持管理など国

土に関するデータが蓄積される。これらのデータを電子化し、ＧＩＳ等を

用いて有効活用することで、環境保全・開発計画・防災計画等さまざまな

分野での応用が可能となり、意思決定の透明性の向上や迅速化にも大きく

貢献し、行政サービスの質向上が可能となる。 

 
 

 
②管理台帳等の電子化により省資源化が可能となる 
 

測量・設計などのデータの電子化に伴うペーパーレス化により、紙消費

量の抑制、印刷費等のコスト縮減、保管場所の少スペース化等が実現可能

となる。 

 
 

 
③組織連携による一層の業務効率化が可能となる 
 

庁内ＬＡＮ等ネットワークを利用し、電子データの交換・共有を図るこ

とにより、庁内の組織を超えたデータ管理・活用が可能となり、煩雑な内

部手続きが簡素化されるなど業務の効率化が実現できる。また、電子デー

タの再利用・加工等が可能となることから、同じデータの重複や再入力等

の手間を省き、ミスを減少させることができ、コスト縮減や品質確保・向

上が実現できる。 

６ 



３．各分野のＣＡＬＳ／ＥＣ整備項目と課題 
３－１．ＣＡＬＳ／ＥＣの導入範囲について 
  CALS/EC を導入する範囲について、以下のとおり現状の見直しを含めて整理を行った。 

ﾏﾝﾊﾟﾜｰの分野 既にｼｽﾃﾑ化した分野 CALS/EC における今後の取組分野 
【委託分野】 
 
起案・決裁 

 
指名業者選定 

 
指名審査委員会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
起案・決裁 

 
契約 

 
業務完了届 

 
業務完了検査  

 
委託設計書作成(新土木積算ｼｽﾃﾑ) 

 
 
 
指名業者選定票（業者管理ｼｽﾃﾑ） 

 
指名業者の決定（業者管理ｼｽﾃﾑ） 

 
 
 
 
 
 
業者実績登録、契約書作成 
（業者管理ｼｽﾃﾑ）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
指名通知 

 
設計書閲覧 

 
委託業務入札 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電子納品 
（数量・応力計算書・図面） 

 
【工事分野】 
 
起案・決裁 

 
指名業者選定 

 
指名審査委員会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
契約 

 
工事着手届 

 
 
工事完了届 

 
工事完了検査 

 
 

 
工事の設計積算(新土木積算ｼｽﾃﾑ) 

 
 
 
指名業者選定票（業者管理ｼｽﾃﾑ） 

 
指名業者の決定（業者管理ｼｽﾃﾑ） 

 
 
 
 
 
 
業者実績登録、契約書作成 
（業者管理ｼｽﾃﾑ）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
指名通知 

 
設計図書閲覧(内訳書,計算書) 

 
工事入札 

 
 
 
 
 
 
工事監督 

 
 
 
 
電子納品（図面,写真,管理資料） 

 
【維持管理分野】 
 
 
施設管理  

  
管理台帳の電子化 

 
施設管理台帳の修正・更新  

７ 



 

３－2．ＣＡＬＳ／ＥＣ導入における課題抽出 
前項を元に、公共事業の執行の流れから CALS/EC 整備の課題を以下のとおり抽出した。 

 委託業務の成果品納入 ・・・電子納品(数量、計算書、図面等) 
課題：①納品様式の統一 

 工事設計書の作成 ・・・・・工事進行及び設計積算システムと電子納品との統合 
課題：①委託業務成果品（CAD データ、数量計算書等）と新土木工事積

算システムにおけるデータのリンク手法、積算連携のルール作り 
      ②電子化図面導入のためのインフラ整備 

 
 工事設計書の決裁 ・・・・・電子決裁 

課題：①電子決裁システム構築、運用のルール作り 

 
 建設工事業者の指名審査 ・・・業者管理システムとリンクしたシステム 

課題：①「工事設計書システム」と「業者管理システム」のリンク手法 
      ②指名業者への電子通知システムの構築（登録業者のコード化） 
      ③セキュリティの確保 

 
   設計図面の閲覧 ・・・・・・電子閲覧 

課題：①「設計積算システムで積算した金抜き設計書」と「電子納品さ

れた数量及び図面」のシステム上での統合 
      ②セキュリティの確保 

 
   工事の入札・契約 ・・・・・電子入札 

課題：①出納局等、他部局との調整 
②電子入札システムの開発・カスタマイズ 
③電子入札に関するルール作り 
④必要書類や押印文書等の見直し、様式の統一化 
⑤入札情報サービス（ＰＰＩ）のシステム構築 
⑥セキュリティの確保 

   工事監督 ・・・・・・・・・共有サーバー・電子メール等を利用した報告・協議・指示 
課題：①指示票等の決裁システム構築 
      ②庁内 LAN を利用した報告・協議・指示システム構築 

   完成検査 ・・・・・・・・・従来の現場検査と現場での電子管理資料検査 
課題：①電子資料の様式の統一、検査環境の基準作り 

 
   工事関係書類の納品 ・・・・管理資料(写真、品質・出来型管理資料等)の電子納品 
                課題：①納品様式の統一 
   施設の維持管理 ・・・・・・管理台帳の電子化、統合型ＧＩＳの導入 

課題：①電子化された設計図書に基づいた、管理台帳の修正・更新手法

の確立、一般公開可能情報の整理 
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４．課題解消のための対応策 
  各分野におけるＣＡＬＳ／ＥＣ導入にあたっての課題解消策を以下にまとめる。 

項目 課題 課題解消策 
委託業務の

成果品納入 
①納品様式の統一 ・電子納品要領の策定 

①委託業務成果品（CAD ﾃﾞ

ｰﾀ,数量計算書等）と新土木

工事積算ｼｽﾃﾑにおけるﾃﾞｰﾀﾘ

ﾝｸ手法、積算連携ﾙｰﾙ作り 

・ﾃﾞｰﾀﾘﾝｸを可能にするｿﾌﾄの導入 
・積算連携へ向けた積算基準書の販売等の検討 
・積算連携に関する要領の作成 

工事設計書

の作成 

②電子化図面導入のためのｲ

ﾝﾌﾗ整備 
・光ﾌｧｲﾊﾞｰｹｰﾌﾞﾙ網の整備完了後、全面導入 
 

工事設計書

の決裁 
①電子決裁ｼｽﾃﾑ構築 ・庁内 LAN を利用した電子決裁ｼｽﾃﾑの開発、導入 

・ｼｽﾃﾑの運用要領策定 
①｢工事積算ｼｽﾃﾑ｣、｢工事管

理ｼｽﾃﾑ｣等ｼｽﾃﾑ間のﾘﾝｸ手法 
・新工事進行管理ｼｽﾃﾑの構築に合わせて調整 

②指名業者への電子通知ｼｽﾃ

ﾑの構築 
・電子入札ｼｽﾃﾑ開発において対応 

建設工事業

者の指名審

査 

③ｾｷｭﾘﾃｨの確保 ・強固なﾌｧｲﾔｰｳｫｰﾙの構築 
・管理、運用方法の遵守を徹底 

①｢設計積算ｼｽﾃﾑで積算した

設計書｣と｢電子納品された

数量及び図面｣のｼｽﾃﾑ上での

統合 

・設計書、数量計算書、図面等について、統合閲覧ｼｽﾃﾑ

を開発、導入（現在運用中の金抜設計書閲覧ｼｽﾃﾑの改良

など） 

設計図面の

閲覧 

②ｾｷｭﾘﾃｨの確保 ・強固なﾌｧｲﾔｰｳｫｰﾙの構築 
・管理、運用方法の遵守を徹底 

①出納局等、他部局との調整 ・電子入札導入調整会議を設立し調整 
②電子入札ｼｽﾃﾑの開発・ｶｽﾀ

ﾏｲｽﾞ 
・電子入札ｺｱｼｽﾃﾑを購入し、県仕様にｶｽﾀﾏｲｽﾞ 
・関連ｼｽﾃﾑ開発と合わせて対応 

③電子入札に関するﾙｰﾙづく

り 
・電子入札要領の策定 
・必要に応じ、既存法令等を改正 

④必要書類や押印文書等の

見直し、様式の統一化 
・電子入札導入調整会議の中で検討 

⑤入札情報ｻｰﾋﾞｽ(PPI)の導

入、運用のﾙｰﾙ作り 
・｢入札公告等作成機能｣については電子入札ｺｱｼｽﾃﾑの１

機能であり、②と合わせて対応 
・「統合 PPI 公開機能」を開発し、導入（電子入札ｺｱｼｽﾃ

ﾑ開発ｺﾝｿｰｼｱﾑ会員による共同開発が協議されている。） 

工 事 の 入

札・契約 

⑥ｾｷｭﾘﾃｨの確保 ・強固なﾌｧｲﾔｰｳｫｰﾙの構築 
・管理、運用方法の遵守を徹底 

①指示票等の電子決裁ｼｽﾃﾑ

構築、運用のﾙｰﾙ作り 
・電子決裁ｼｽﾃﾑの開発、導入 
・上記ｼｽﾃﾑ運用要領の策定 

工事監督 

②庁内 LAN を利用した報

告・協議・指示ｼｽﾃﾑ構築 
・庁内ＬＡＮを利用した報告、協議、指示ｼｽﾃﾑの構築 
・上記ｼｽﾃﾑの運用要領の策定 

検査 ①電子資料の様式統一、検査

環境の基準作り 
・電子資料作成要領の策定 
・電子検査受検要領の策定 

工事関係書

類の納品 
①納品様式の統一 ・電子納品要領の作成 

施設の維持

管理 
①電子化された設計図書に

基づいた管理台帳の修正・更

新手法の確立 

・管理台帳修正、更新要領の策定 
・公開可能情報の整理、統合型 GIS のｼｽﾃﾑ構築 

 

９ 



５．鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣ整備基本計画
    鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣに関する整備予定内容は表５のとおりである。

表５  鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣ整備基本計画
短期（２００１～２００２年度【H１３～１４年度】） 短期（２００３～２００５年度【H１５～１７年度】） 短期（２００６～２００８年度【H１８～２０年度】）

●ＩＴ環境整備（ﾊｰﾄﾞ情報ﾘﾃﾗｼｰ向上)
●導入推進体制、連絡支援体制の構築

●内部業務の効率化と情報発信体制の確立 ●新しい公共事業執行ｼｽﾃﾑの確立

●CALS/EC整備基本計画、ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作
成
●技術基準等の既存書類の電子化
●導入推進、連絡、支援のための組織設立

●電子納品、電子入札ｼｽﾃﾑの開発と一部運
用
●電子決裁ｼｽﾃﾑ開発開始

●電子納品、電子入札の全面運用による業
務効率化、情報の有効活用
●統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ環境の確立
●新しい業務執行ｼｽﾃﾑの確立
●電子決裁ｼｽﾃﾑの運用開始

新たなﾙｰﾙ
づくり（既
存ﾙｰﾙの見

直し）

●国土交通省、先進県等の動向調査
●各種ｼｽﾃﾑ(電子納品等）運用のﾙｰﾙ検討
開始

●内部業務（規則、要領等）の見直しと電
子決裁ﾌﾛｰ作成
●各種ｼｽﾃﾑ(電子入札等）運用のﾙｰﾙづく
り

ｼｽﾃﾑ整備

●電子ﾃﾞｰﾀ交換環境整備の準備
●既存ｼｽﾃﾑと新ｼｽﾃﾑの連携検討開始
●電子入札ｺｱｼｽﾃﾑの仕様検討（ｺﾝｿｰｼｱﾑ
への参加)
●ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの充実
●市販ｿﾌﾄ(ＣＡＤ等)の検証開始

●電子入札ｺｱｼｽﾃﾑ購入
●電子入札ｼｽﾃﾑ及びPPIのｶｽﾀﾏｲｽﾞ、一部
試行、本運用
●各種様式等のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの提供

●電子納品の全面運用
●電子入札の全面運用
●ＧＩＳを利用した情報の統合（施設管理
ほか)

導入支援

●CALS/EC導入へ向けた各機関連絡、支援
体制の確立

●市町村への導入ﾉｳﾊｳの提供 ●市町村への継続的な導入ﾉｳﾊｳの提供
●中小企業等への普及支援

普及、啓発
活動

●発注者、受注者を対象とした各種ＰＲ活
動及びCALS/ECに関する講習会等の開催。

●継続的なＰＲ活動 ●幅広い継続的なＰＲ活動

発注者側
県土整備部、農林水産部等の主要関係者 県土整備部、農林水産部、市町村等各機関

職員
ほとんどの県内公共事業発注機関

受注者側
鳥取県建設業協会、鳥取県測量設計業協会 県内の主要測量設計会社及び建設会社 ほとんどの測量設計会社、建設会社及び建

設関連会社

普及
想定
範囲

対象期間

整備目標

個別目標

活
動
内
容
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６．鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣ整備時期 凡例：
    鳥取県版ＣＡＬＳ／ＥＣに関する年度毎の整備予定内容は、表６のとおりである。 ﾙｰﾙづくり関係 ｼｽﾃﾑ関係 運用 他事業等関係 ｼｽﾃﾑ購入,完成

表６  鳥取県ＣＡＬＳ／ＥＣ整備時期一覧表
2001年度(Ｈ13年度) 2002年度(Ｈ14年度) 2003年度(Ｈ15年度) 2004年度(Ｈ16年度) 2005年度(Ｈ17年度) 2006年度(Ｈ18年度) 2007年度(Ｈ19年度) 2008年度(Ｈ20年度)

委託業務の成果品納入
①納品様式の統一

工事設計書の作成
①積算連携ﾙｰﾙづくり

②電子化図面導入のためのｲﾝﾌﾗ整備

工事設計書の決裁
①電子決裁ｼｽﾃﾑ構築

建設工事業者の指名審査
①「工事積算ｼｽﾃﾑ」「工事管理ｼｽﾃﾑ」等ｼｽﾃﾑ間のﾘﾝｸ手法の確立

②指名業者への電子通知ｼｽﾃﾑの構築

③ｾｷｭﾘﾃｨの確保

設計図面の閲覧
①閲覧における設計書、数量及び図面のｼｽﾃﾑ上での統合

②ｾｷｭﾘﾃｨの確保

工事の入札・契約
①出納局等、他部局との調整

②電子入札ｼｽﾃﾑの開発とｶｽﾀﾏｲｽﾞ

③電子入札に関するﾙｰﾙづくり

④必要書類や押印文書等の見直し、様式の統一化

⑤入札情報ｻｰﾋﾞｽ(PPI)の導入、運用ﾙｰﾙづくり

⑥ｾｷｭﾘﾃｨの確保

（参考）新工事進行管理ｼｽﾃﾑ整備

工事監督
①指示票等の電子決裁ｼｽﾃﾑ構築、運用ﾙｰﾙづくり

②ネットワークを利用した報告・協議・指示システム構築

検査
①電子資料の様式統一、検査環境基準づくり

工事関係書類の納品
①納品様式の統一

施設の維持管理
①台帳の電子化及びその修正、更新手法の確立

発注者側

受注者側

･電子納品要領作成

（･情報ﾊｲｳｪｲ整備事業による光ﾌｧｲﾊﾞｰｹｰﾌﾞﾙ網整備）

･一部試行、本運用

･ｼｽﾃﾑ開発、運用要領作成 ･一部試行、本運用

･積算基準公開、ｿﾌﾄ開発 ･積算連携要領の作成 ･一部試行、順次本運用へ

･PPIｼｽﾃﾑ本運用

･ｼｽﾃﾑ検討(既存⇔新規) (･新工事進行管理ｼｽﾃﾑの開発）

･本運用（統合データベース環境整備へ）

･運用、管理における手順の徹底

･運用、管理における手順の徹底

･一部試行、順次本運用へ

･ｺｱｼｽﾃﾑｶｽﾀﾏｲｽﾞ
･電子入札一部試行

･一部試行、本運用･ｼｽﾃﾑ検討

ほとんどの測量・設計会社、建設会社及び建設関連会社

備考
･CALS/EC研究会設立
･CALS/EC整備基本計画、アクションプログラム策定

･電子入札ｺｱｼｽﾃﾑ
開発ｺﾝｿｰｼｱﾑへの参加

普及想
定範囲 鳥取県建設業協会、鳥取県測量設計業協会

県土整備部、農林水産部等の主要関係者

対象期間
●ＩＴ環境整備（ﾊｰﾄﾞ整備、情報ﾘﾃﾗｼｰ向上)
●CALS/EC導入推進体制、連絡体制の構築

●内部業務の効率化と情報発信体制の確立

活
動
内
容

整備目標

(･本運用)

･ｺｱｼｽﾃﾑ購入 ･PPIｶｽﾀﾏｲｽﾞ
･PPI一部試行

･受注者準備期間、一部試行

･電子入札ｺｱｼｽﾃﾑ開発ｺﾝｿｰｼｱﾑへ参加
･電子入札ｼｽﾃﾑ管理、運用方針決定

●新しい公共事業執行ｼｽﾃﾑの確立

･PPIとの統合検討等

･ｼｽﾃﾑ開発において対応

･ｺｱｼｽﾃﾑ購入

･ｼｽﾃﾑ開発において対応

(･ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰまでの光ﾌｧｲﾊﾞｰｹｰﾌﾞﾙ網の整備)
(※整備完了年度不明。整備完了に合わせて電子化図面に関する取り組みを開始する。）

･各ｼｽﾃﾑ間の調整

･ｼｽﾃﾑ開発

･ｼｽﾃﾑ開発、運用要領作成

･電子入札ｺｱｼｽﾃﾑ開発ｺﾝｿｰｼｱﾑへ参加
･電子入札ｼｽﾃﾑ管理、運用方針決定

･電子入札ｼｽﾃﾑ本運用

･ｼｽﾃﾑ開発において対応 ･運用、管理における手順の徹底

･入札規則の見直し
･電子入札ｼｽﾃﾑ運用要領作成

・必要書類や押印文書等の見直し、様式の統一化

･ｺｱｼｽﾃﾑ購入
・ｺｱｼｽﾃﾑｶｽﾀﾏｲ

･ｺｱｼｽﾃﾑｶｽﾀﾏｲｽﾞ
･電子入札一部試行

(内訳書のみ対応。図面は光ﾌｧｲﾊﾞｰｹｰﾌﾞﾙ網整備完了まで運用不
可。）

・電子入札導入調整会議設立、協議

･ｼｽﾃﾑ検討

(･ｼｽﾃﾑ詳細設計)

･様式等検討、電子台帳作成更新要領の作成

･電子入札ｼｽﾃﾑ本運用

･市販ｿﾌﾄ検証
・電子納品要領作成

･CADｿﾌﾄ導入外、電子ﾃﾞｰﾀ受領環境整備
･受注者環境整備期間

(･ｺｱｼｽﾃﾑとの連携を考慮したｼｽﾃﾑ開発、一部試行)

･受注者環境整備期間･電子検査要領作成、ｼｽﾃﾑ検討

(･可能なものから順次、既存台帳の電子化）

･統合データベース環境の実現へ

･今後新規に作成、更新される台帳は全て電子化し、ＧＩＳで管理する。（統合データベース環境整備へ）

･一部試行、本運用･運用要領作成（ｼｽﾃﾑ開発)･ｼｽﾃﾑ検討、方針決定

ほとんどの県内公共事業発注機関県土整備部、農林水産部、市町村等各機関職員

県内の主要測量設計会社及び建設会社

･一部試行、本運用
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